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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

３ 上記従業員数が第１期中間連結会計期間末に比較して179名、第１期連結会計年度末に比較して128名減少しております

が、主として転身支援制度に伴う減少であります。 

  

回次 第１期中 第２期中 第１期 

会計期間 
自 平成16年３月１日
至 平成16年８月31日 

自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日 

自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日 

売上高 (百万円) 58,260 55,340 124,731

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,214 △1,838 1,018

中間(当期)純損失(△) (百万円) △1,455 △3,059 △957

純資産額 (百万円) 43,673 41,395 44,057

総資産額 (百万円) 120,192 111,692 120,550

１株当たり純資産額 (円) 1,255.82 1,180.91 1,267.39

１株当たり中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △42.03 △87.71 △27.61

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.3 37.0 36.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,326 △3,332 4,880

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △773 △248 △1,760

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,932 △1,925 △4,162

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 20,387 14,188 19,646

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名)
2,219
(6,500)

2,040
(6,577)

2,168
(6,719)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第１期中間会計期間及び第１期事業年度については、上記従業員数の中に事業会社との兼任者９名が含まれております。

４ 上記従業員数が第１期中間会計期間末に比較して114名、第１期事業年度末に比較して113名増加しておりますが、平成17

年３月１日付で株式会社レナウン及び株式会社ダーバンの管理部門を統合し、当社の従業員となったためであります。 

  

回次 第１期中 第２期中 第１期 

会計期間 
自 平成16年３月１日
至 平成16年８月31日 

自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日 

自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日 

売上高 (百万円) 310 1,103 634

経常利益 (百万円) 25 145 127

中間(当期)純利益 (百万円) 5 133 54

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (株) 37,315,801 37,315,801 37,315,801

純資産額 (百万円) 40,700 40,858 40,733

総資産額 (百万円) 40,830 41,268 41,220

１株当たり純資産額 (円) 1,091.15 1,096.06 1,092.47

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 0.16 3.58 1.47

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ―

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 99.7 99.0 98.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名)
30
(－) 

144
(27) 

31
(－) 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  



３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、㈱マキリスは㈱レナウンと、㈱レナウンオムは㈱ダーバンと、㈱ダーバンインター

フェイスは㈱アイディディジャパンと合併致しました。 

  また、㈱ポルトと㈱アルクーノは合併して㈱ＲＥＤＵインターフェイスに、㈱レナウンロジスティクスと㈱ダーバ

ン物流は合併して㈱ＲＥＤＵロジスティクスに社名変更しております。 

  

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 上記従業員数が第１期中間会計期間に比較して114名、第１期事業年度末に比較して113名増加しておりますが、平成17年

３月１日付で株式会社レナウン及び株式会社ダーバンの管理部門が統合し、当社の従業員となったためであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社及び一部の連結子会社の労働組合は、レナウン労働組合、ダーバン労働組合及びダーバン宮崎ソーイン

グ労働組合としてUIゼンセン同盟に加盟しております。 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

衣服等繊維製品事業 1,780(6,254) 

衣服等繊維製品関連事業 80(  268) 

その他の事業 180(   55) 

合計 2,040(6,577) 

従業員数(名) 144(   27) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期の日本経済におきましては、企業収益の改善、設備投資の増加等を背景に景気は緩やかに回復しました

が、雇用・所得環境には厳しさが残り、個人消費の全面的回復には至りませんでした。 

当アパレル業界におきましては、大型商業施設が全国規模で増設される等、明るい材料も見られたものの、消費

者動向の多様化等もありアパレル消費全体を本格的に押し上げるまでには至らず、衣料品支出に対する消費者マイ

ンドの本格的な改善は依然として見られませんでした。特に、期初の低気温の影響等で、春物商戦は大変厳しい営

業を余儀なくされました。 

このような経営環境の中、統合２期目を迎えた当社グループは、平成20年２月期を最終年度とする「新中期経営

計画」に基づき、ブランド戦略による事業規模の拡大や多様化する消費者動向に即した販売チャネルの多様化等を

進めてまいりました。具体的には、百貨店ミセスにおいて既存ブランドの選択と集中を図る等、事業ドメインのシ

フトに注力する為に、またメンズにおいては、百貨店における確固たるポジショニングを確立する為に、それぞれ

ＭＤ改革を行ってきました。こうした結果、メンズブランドでは、基幹ブランドの「ダーバン」が堅調に推移した

ほか、「アクアスキュータム・メンズ」、「インターメッツォ」、「ＥＸクラブ」、「エレメント・オブ・シンプ

ルライフ」等が好調に推移しました。また、「レベッカテイラー」、「アーニー・アーノルドパーマー」、「アー

ノルドパーマー・タイムレス」、「マーノ」、「サビサビデラックス」、「フレンチコネクション」等のヤングキ

ャリアブランドを中心に駅ビル、ファッションビル、ショッピングセンターを、加えて「ナブラッド」、「ヒロコ

コシノ・オム」でＧＭＳチャネル等の新規販路を引き続き開拓し、「ア・プライマリー」ではキャリアへ攻勢をか

けております。その一方、株式会社レナウンネクステージでは、事業所を従来の７拠点から、東京、名古屋、福岡

の３拠点に集約し、取引先小売店や扱い商品も絞り、来期から専門店向け卸販売と量販店でのナショナルブランド

のコーナー販売を主体とするといった事業の再構築を行っております。また、これらの諸施策に加え、株式会社レ

ナウンネクステージを含む当社グループでは、本年８月31日付の転身支援制度実施に伴う人員削減等により下期以

降の販管費圧縮を図ります。 

個社別では、完全子会社である株式会社レナウンは、レディス市況が第１四半期前半の低気温の影響等でマーケ

ットが大変厳しい状況で推移し、特に「シンプルライフ」、「アクアスキュータム・レディス」、「Ｊクルー」等

の基幹ブランドが総じて低調に推移しましたが、期首段階において厳しいマーケット環境を織り込んでいたことも

あり、売上高はほぼ当初予想の通りとなりました。株式会社レナウン単体においては、当初計画比販管費を圧縮す

ること等により、経常損失も中間純損失ともに当初予想と比べて改善しました。一方、株式会社レナウン連結にお

いても、株式会社レナウンネクステージ等一部子会社の販売不振があったものの、販管費を圧縮すること等によ

り、経常損失、中間純損失ともに当初予想と比べて改善しました。 

この結果、株式会社レナウン連結の売上高は383億５千３百万円、経常損失16億４千３百万円、中間純損失29億１

千１百万円となりました。 

また、株式会社レナウン単体におきましては、売上高242億２千７百万円、経常損失３億４千４百万円、中間純損

失10億６千１百万円となりました。 

完全子会社である株式会社ダーバンは、メンズ市況は政府主導の「クールビズ」効果等もあって、売上高におい

ては、当初予想を上回りました。株式会社ダーバン単体においては、売上増に加え販管費を圧縮すること等によ

り、経常損失、中間純損失ともに当初予想に比べて改善しました。株式会社ダーバン連結においても、子会社が概

ね計画通りに推移したことにより、経常損失、中間純損失ともに当初予想に比べて改善しました。 

この結果、株式会社ダーバン連結の売上高は163億３千６百万円、経常損失１億４百万円、中間純損失２千４百万

円となりました。 



また、株式会社ダーバン単体におきましては、売上高156億４千６百万円、経常損失５億８千６百万円、中間純損

失６億３百万円となりました。 

以上から、当社における当中間連結会計期間の売上高は553億４千万円（前年同期比5.0％減）、経常損失18億３

千８百万円（前年同期比６億２千４百万円の損失増）、中間純損失30億５千９百万円（前年同期比16億４百万円の

損失増）となりました。 

また、単体におきましては、売上高11億３百万円（前年同期比255.4％増）、経常利益１億４千５百万円（前年同

期比１億１千９百万円の利益増）、中間純利益１億３千３百万円（前年同期比１億２千７百万円の利益増）となり

ました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失25億７千９百万

円を計上したこと等により、33億３千２百万円の減少と前年同期と比べ56億５千９百万円の減少となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出等により、２億４千

８百万円の減少と前年同期と比べ５億２千５百万円（67.9％）の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出等により、19億

２千５百万円の減少と前年同期と比べ７百万円（0.4％）の増加となりました。 

  

以上のような結果、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、141億８千８百万円となり、期

首に比べて54億５千７百万円の減少となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注による生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 「その他の事業」は、店舗等の設計、デザイン、施工管理等の売上高であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

事業部門 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

衣服等繊維製品事業 11,525 63.0 

事業部門 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

衣服等繊維製品事業 53,367 94.8 

衣服等繊維製品関連事業 1,268 88.9 

その他の事業 703 135.9 

合計 55,340 95.0 



３ 【対処すべき課題】 

日本経済におきましては、企業収益や雇用環境は改善方向にあるものの、個人消費の全面的な回復は期待しにくい

状況が続いており、アパレル業界としても楽観を許さない厳しい状況が続いております。 

来年３月１日をもって、当社は株式会社レナウン及び株式会社ダーバンを吸収合併した上で、新たに社名を「株式

会社レナウン」とし、新体制をスタートする予定であります。一元化された経営・組織体制となることにより、迅速

且つ効率的な経営戦略策定・実施等の意思決定が可能となる上に、これまで以上に経営資源の有効活用が可能とな

り、合併によるシナジー効果も早期顕在化出来るものと考えております。当社は磐石な収益基盤・財務体質を確立す

ることが最重要課題であると認識しておりますが、その為にもグループ一丸となって合併を成功させ、利益の極大化

を目指して事業運営に当る所存であります。 

尚、平成17年３月１日付で制定しました当社グループとしての新人事制度により、人的資源の効率的運用を図ると

ともに、新体制の担い手たる人材の採用・育成も進めております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

（注） 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

  

  

  

会社名 

事業所名 

（所在地） 

  

事業部門の名称 

  

設備の内容 

投資額 

(百万円) 

  

完了年月 

㈱レナウン 
本社他（東京都渋

谷区他） 
衣服等繊維製品事業 

店舗新設工事 

建物改修工事等 

45 

18 

平成17年3月～8月 

平成17年3月～8月 

㈱ダーバン 
本社他（東京都品

川区他） 
〃 売場設備改修等 196 平成17年3月～8月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 当社は定款第５条に次のとおり規定しております。 

「当会社の発行する株式の総数は、14,000万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減

ずる。」 

  

② 【発行済株式】 

  

（注）平成17年11月14日を払込期日とした第三者割当を実施しております。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月28日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 37,315,801 47,614,501
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 37,315,801 47,614,501 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）平成17年11月14日を払込期日とした第三者割当の実施により発行済株式総数残高は、47,614,501株に資本金残高は、15,005百

万円に資本準備金残高は、35,714百万円にそれぞれ増加しています。 

割当先SPICA投資事業有限責任組合 発行価額９７１円 資本組入額４８６円 

(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注)１ 所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。 

２ 株式会社レナウン(平成17年８月31日現在同社が5.71％株式を所有)が所有している上記株式については、商法第241条第３

項の規定により議決権の行使が制限されております。 

    

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年８月31日 ― 37,315,801 ― 10,000 ― 30,720

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社レナウン 千葉県習志野市茜浜３丁目６番３号 21,309 5.71

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 17,855 4.78

指定単 受託者三井アセット信
託銀行株式会社１口 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社) 

東京都港区芝３丁目２３番１号
  
(東京都中央区晴海１丁目８番11号) 

13,423 3.60

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 13,089 3.51

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 12,106 3.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,187 2.73

ニシキ株式会社 
大阪府大阪市中央区釣鐘町
１丁目４番６号 

6,525 1.75

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,500 1.74

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 5,450 1.46

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２丁目４番１号 5,253 1.41

計 ― 111,699 29.93



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が20,400株(議決権 204個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が80株含まれております。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式、相互保有株式が次のとおり含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

（注）このほか、株主名簿上は株式会社ダーバン名義となっているが、実質的に所有していない株式が期末日現在120株あります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
37,800 

(相互保有株式) 
普通株式 

2,366,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

34,228,000 
342,280 ― 

単元未満株式 
普通株式 

683,301 
― ― 

発行済株式総数 37,315,801 ― ― 

総株主の議決権 ― 342,280 ― 

自己保有株式 株式会社レナウンダーバンホールディングス ５４株

相互保有株式 株式会社レナウン ５８株

  株式会社レリアン ６５株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社レナウンダーバン 
ホールディングス 

東京都品川区西五反田 
８丁目８番20号 

37,800 － 37,800 0.10

(相互保有株式) 
株式会社レナウン 

千葉県習志野市茜浜 
３丁目６番３号 

2,130,900 － 2,130,900 5.71

(相互保有株式) 
株式会社レリアン 

東京都世田谷区瀬田 
５丁目39番20号 

235,800 － 235,800 0.63

計 ― 2,404,500 － 2,404,500 6.44



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) １，０９０ １，０１２ １，０１６ １，０５０ １，１６８ １，２１９

最低(円) ９５０ ９４０ ９２５ ９５３ ９９７ １，０３２



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   ただし、当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   ただし、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   20,506 14,415 19,869 

２ 受取手形及び売掛金   15,831 14,867 18,555 

３ 有価証券   165 208 220 

４ たな卸資産   18,549 18,782 17,703 

５ その他   2,452 3,592 2,573 

  貸倒引当金   △214 △155 △233 

流動資産合計   57,291 47.7 51,710 46.3 58,689 48.7

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物及び構築物 ※２ 17,496 16,372 17,058 

２ 土地 ※２ 16,258 16,007 16,112 

３ その他   1,897 2,124 2,144 

有形固定資産合計   35,652 34,504 35,315 

(2) 無形固定資産   706 649 661 

(3) 投資その他の資産       

１ 投資有価証券 ※２ 19,538 19,428 19,168 

２ その他   7,595 5,761 7,117 

  貸倒引当金   △665 △418 △465 

投資その他の資産 
合計   26,468 24,771 25,820 

固定資産合計   62,828 52.3 59,925 53.7 61,797 51.3

Ⅲ 繰延資産       

１ 創業費   72 0.0 56 0.0 64 0.0

資産合計   120,192 100.0 111,692 100.0 120,550 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛金   12,564 12,053 12.452 

２ 短期借入金 ※２ 4,591 4,197 3.921 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 ※２ 19,634 21,138 25.705 

４ 返品調整引当金   1,835 1,919 1.864 

５ 賞与引当金   409 363 391 

６ その他   6,652 6,406 8.816 

流動負債合計   45,687 38.0 46,078 41.3 53,152 44.1

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金 ※２ 23,384 18,052 15,571 

２ 退職給付引当金   4,674 4,441 5,037 

３ 役員退職金引当金   275 301 323 

４ その他   2,193 1,113 2,099 

固定負債合計   30,527 25.4 23,909 21.4 23,031 19.1

負債合計   76,215 63.4 69,987 62.7 76,183 63.2

        

(少数株主持分)       

少数株主持分   303 0.3 309 0.3 309 0.3

        

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   10,000 8.3 10,000 8.9 10,000 8.3

Ⅱ 資本剰余金   30,430 25.3 29,923 26.8 30,430 25.2

Ⅲ 利益剰余金   5,238 4.4 2,990 2.7 5,525 4.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   691 0.6 780 0.7 601 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △444 △0.4 △299 △0.3 △242 △0.2

Ⅵ 自己株式 ※２ △2,242 △1.9 △1,998 △1.8 △2,257 △1.9

資本合計   43,673 36.3 41,395 37.0 44,057 36.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計   120,192 100.0 111,692 100.0 120,550 100.0

        



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     58,260 100.0 55,340 100.0   124,731 100.0

Ⅱ 売上原価     32,293 55.4 30,244 54.7   68,426 54.8

売上総利益     25,966 44.6 25,095 45.3   56,305 45.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 宣伝費   1,797  1,866 3,442   

２ 従業員給料   11,882  11,807 23,877   

３ 福利厚生費   2,466  2,344 4,864   

４ その他   10,949 27,096 46.5 11,066 27,085 48.9 22,168 54,353 43.6

営業利益又は営業損失(△)     △1,129 △1.9 △1,989 △3.6   1,951 1.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   92  82 175   

２ 受取配当金   53  13 58   

３ 受取地代及び家賃   269  231 538   

４ 持分法による投資利益   309  390 175   

５ 為替差益   －  147 －   

６ その他   318 1,043 1.8 414 1,279 2.3 569 1,517 1.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   712  715 1,421   

２ 退職給付費用   110  135 250   

３ その他   305 1,128 2.0 277 1,128 2.0 778 2,450 2.0

経常利益又は経常損失(△)     △1,214 △2.1 △1,838 △3.3   1,018 0.8

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※１ －  436 54   

２ 投資有価証券売却益   － － － 15 451 0.8 2 56 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※２ 21  － 138   

２ 固定資産除却損 ※３ －  1 162   

３ 投資有価証券売却損   16  0 16   

４ 投資有価証券評価損   27  2 101   

５ 関係会社清算損 ※４ －  － 709   

６ 退職加算金等   －  825 76   

７ 退職給付費用 ※５ －  － 136   

８ 土壌改良工事費用   －  300 －   

９ その他 ※６ 67 133 0.2 63 1,193 2.2 360 1,703 1.4

税金等調整前 
中間(当期)純損失     1,347 △2.3 2,579 △4.7   628 △0.5

法人税、住民税 
及び事業税   186  243 311   

法人税等調整額   △79 107 0.2 238 481 0.8 7 318 0.3

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)     0 0.0 △1 △0.0   9 0.0

中間(当期)純損失     1,455 △2.5 3,059 △5.5   957 △0.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   34,157 30,430   34,157

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 減資に伴う増加高 18,646 － 18,646 

 ２ 株式移転に伴う増加高 8,813 － 8,813 

 ３ 自己株式処分差益 152 27,611 17 17 152 27,611

Ⅲ 資本剰余金減少高     

 １ 利益剰余金への振替高 31,338 31,338 524 524 31,338 31,338

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高   30,430 29,923   30,430

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △44,901 5,525   △44,901

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 減資に伴う増加高 20,254 － 20,254 

 ２ 資本剰余金からの振替高 31,338 524 31,338 

 ３ 連結増加に伴う増加高 3 51,596 － 524 3 51,596

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 中間(当期)純損失 1,455 3,059 957 

 ２ 海外連結子会社における 
会計基準変更に伴う減少高 － 1,455 － 3,059 211 1,169

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   5,238 2,990   5,525



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

 △1,347 △2,579 △628

減価償却費  1,187 1,149 2,306

貸倒引当金の増減額  △70 △125 △232

受取利息及び受取配当金  △146 △96 △234

支払利息  712 715 1,421

固定資産売却益  － △436 △54

固定資産売却損  21 － 138

固定資産除却損  － 1 162

投資有価証券売却益  － △15 △2

投資有価証券売却損  16 0 16

投資有価証券評価損  27 2 101

賞与引当金の増減額  14 △27 △3

退職給付引当金の増減額  443 △592 802

売上債権の増減額  3,268 3,615 551

たな卸資産の増減額  △297 △1,057 569

仕入債務の増減額  △915 △378 △1,064

その他流動資産の増減額  192 △481 77

その他流動負債の増減額  △236 △2,201 979

持分法による投資損益  △309 △390 △175

その他  430 215 1,111

小計  2,991 △2,682 5,843

利息及び配当金の受取額  273 294 410

利息の支払額  △953 △715 △1,368

法人税等の支払額  △66 △230 △86

法人税等の還付による 
収入 

 81 － 81

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,326 △3,332 4,880

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金預入による支出  △44 △7 △112

定期預金満期到来による 
収入 

 46 3 7

有形固定資産の取得による 
支出 

 △676 △500 △1,960

有形固定資産の売却による 
収入 

 107 39 417

投資有価証券の取得による 
支出 

 － △302 －

投資有価証券の売却による 
収入 

 － 30 －

貸付による支出  △663 △348 △448

貸付金の回収による収入  638 935 692

その他  △181 △96 △356

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △773 △248 △1,760



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額  71 △145 △459

長期借入れによる収入  20 14,381 5,530

長期借入金の返済による
支出 

 △2,298 △16,435 △9,490

自己株式の取得による 
支出 

 △25 △8 △41

自己株式の売却による 
収入 

 320 285 320

配当金の支払額  △0 － △2

少数株主への配当金の 
支払額 

 △19 △2 △19

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,932 △1,925 △4,162

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 28 48 △49

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額 

 △351 △5,457 △1,091

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 20,738 19,646 20,738

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高 

 20,387 14,188 19,646

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する

事項 

      

 (1) 連結子会社の数 53社 

主要な会社名 

 ㈱レナウン 

 ㈱ダーバン 

45社 

主要な会社名 

 ㈱レナウン 

 ㈱ダーバン 

50社 

主要な会社名 

 ㈱レナウン 

 ㈱ダーバン 

 (2) 非連結子会社の数 １社 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

  

連結の範囲から除いた理

由 

非連結子会社は、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであ

ります。 

２社 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

Kent & Curwen Ltd. 

連結の範囲から除いた理

由 

同左 

２社 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

Kent & Curwen Ltd. 

連結の範囲から除いた理

由 

 非連結子会社は、総資

産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関す

る事項 

      

 (1) 持分法適用の関連

会社数 

12社 

主要な会社名 

 ㈱レリアン 

 ㈱トミーヒルフィガー

ジャパン 

12社 

主要な会社名 

 ㈱レリアン 

 ㈱トミーヒルフィガー

ジャパン 

12社 

主要な会社名 

 ㈱レリアン 

 ㈱トミーヒルフィガー

ジャパン 

 (2) 持分法非適用の非

連結子会社 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

  

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、

中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用か

ら除外しております。 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

Kent & Curwen Ltd. 

持分法を適用しない理由 

同左 

Paul Bennet(HK)Ltd. 

Kent & Curwen Ltd. 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、

当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用か

ら除外しております。 

 (3) 持分法適用会社の

中間決算日(決算

日)に関する事項 

持分法適用会社のうち、

㈱レナウンユニフォーム

を除く11社の中間決算日

は、６月末日でありま

す。 

同左 持分法適用会社のうち、

㈱レナウンユニフォーム

の決算日は３月末日、そ

の他の会社は12月末日で

あります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項 

連結子会社のうち、㈱宮

之城レナウン、㈱ロー

ゼ、ブレードブレー㈱、

㈱アズール、㈱ダーバン

鹿児島ソーイング、㈱ド

メイン、㈱スプラウト及

び海外子会社29社の中間

決算日は、６月末日であ

ります。 

中間連結財務諸表の作成

に当っては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。ただ

し、㈱ダーバン鹿児島ソ

ーイング、㈱ドメイン及

び㈱スプラウトは、中間

連結決算日現在で平成16

年３月１日から平成16年

８月31日までの期間につ

いて、中間決算に準じた

仮決算を行った中間財務

諸表を基礎としておりま

す。 

連結子会社のうち、㈱宮

之城レナウン、㈱ロー

ゼ、ブレードブレー㈱、

㈱アズール、㈱ダーバン

鹿児島ソーイング及び海

外子会社29社の中間決算

日は、６月末日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成

に当っては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。ただ

し、㈱ダーバン鹿児島ソ

ーイングは、中間連結決

算日現在で平成17年３月

１日から平成17年８月31

日までの期間について、

中間決算に準じた仮決算

を行った中間財務諸表を

基礎としております。 

連結子会社のうち、㈱宮

之城レナウン、㈱ロー

ゼ、ブレードブレー㈱、

㈱アズール、㈱ダーバン

鹿児島ソーイング、㈱ド

メイン、㈱スプラウト及

び海外子会社29社の決算

日は、12月末日でありま

す。 

連結財務諸表の作成に当

っては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。ただし、㈱ダーバ

ン鹿児島ソーイング、㈱

ドメイン及び㈱スプラウ

トは、連結決算日現在で

本決算に準じた仮決算を

行った財務諸表を基礎と

しております。 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

 (1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

  ①有価証券 

 その他有価証券 

      

    時価のあるもの 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法による算

定)によっております。 

同左 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法による算定)に

よっております。 

    時価のないもの 移動平均法による原価法

によっております。 

同左 同左 

  ②デリバティブ 時価法によっておりま

す。 

同左 同左 

  ③たな卸資産 主に先入先出法による原

価法により評価しており

ます。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 (2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

      

  ①有形固定資産 主として定率法を採用し

ております。なお、㈱レ

ナウンロジスティクスの

建物及び構築物は、定額

法を採用しております。 

耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規

定する方法と同一の基準

によっております。 

海外連結子会社は、見積

耐用年数に基づく定額法

を採用しております。 

主として定率法を採用し

ております。なお、平成

10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を

除く）及び㈱ＲＥＤＵロ

ジスティクスの建物及び

構築物は、定額法を採用

しております。 

耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規

定する方法と同一の基準

によっております。 

海外連結子会社は、見積

耐用年数に基づく定額法

を採用しております。 

主として定率法を採用し

ております。なお、平成

10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を

除く）及び㈱レナウンロ

ジスティクスの建物及び

構築物は、定額法を採用

しております。 

耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規

定する方法と同一の基準

によっております。 

海外連結子会社は、見積

耐用年数に基づく定額法

を採用しております。 

 (3) 重要な引当金の計

上基準 

      

  ①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、当社及び

主たる国内連結子会社

は、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 

  ②返品調整引当金 中間連結会計期間末日後

に予想される売上返品に

よる損失に対処するた

め、当社及び主たる国内

連結子会社は、過去の返

品率等を勘案した将来の

返品による損失予想額を

計上しております。 

中間連結会計期間末日後

に予想される売上返品に

よる損失に対処するた

め、主たる国内連結子会

社は、過去の返品率等を

勘案した将来の返品によ

る損失予想額を計上して

おります。 

当連結会計年度末日後に

予想される売上返品によ

る損失に対処するため、

主たる国内連結子会社

は、過去の返品率等を勘

案した将来の返品による

損失予想額を計上してお

ります。 

  ③賞与引当金 従業員の賞与の支給に備

えるため、当社及び国内

連結子会社は、支給見込

額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上して

おります。 

同左 従業員の賞与の支給に備

えるため、当社及び国内

連結子会社は、支給見込

額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しており

ます。 



  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  ④退職給付引当金 従業員の退職給付に備え

るため、当社及び主たる

国内連結子会社は、当連

結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定年数による定額法に

より、発生の連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間による定額法に

より按分した額をそれぞ

れの発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

従業員の退職給付に備え

るため、主たる国内連結

子会社は、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定年数による定額法に

より、発生の連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間による定額法に

より按分した額をそれぞ

れの発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

従業員の退職給付に備え

るため、主たる国内連結

子会社は、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定年数による定額法に

より、発生の連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間による定額法に

より按分した額をそれぞ

れの発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。 

  ⑤役員退職金引当金 役員の退職金の支給に備

えるため、当社及び主た

る連結子会社は、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

同左 役員の退職金の支給に備

えるため、当社及び主た

る連結子会社は、内規に

基づく連結会計年度末要

支給額を計上しておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引

の処理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会計

の方法 

      

  ①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によって

おります。また、為替予

約が付されている外貨建

金銭債権債務については

振当処理を行っており、

金利スワップ及び金利キ

ャップ取引については特

例処理を行っておりま

す。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

②ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

      

   ａ ヘッジ手段 

  

デリバティブ取引(為替

予約取引、金利スワップ

及び金利キャップ取引) 

同左 同左 

   ｂ ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務、予

定取引及び借入金 

同左 同左 

  ③ヘッジ方針 重要なデリバティブ取引

は、取締役会の決議事項

であります。為替変動リ

スクを回避する目的で行

われる為替予約取引及び

金利変動リスクを回避す

る目的で行われる金利ス

ワップ及び金利キャップ

取引については、経理部

門で取引を実行するとと

もに、取引の残高状況を

把握し、管理しておりま

す。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価

の方法 

毎中間連結会計期間末

(連結会計年度末を含む)

に、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております

が、為替予約取引につい

ては、外貨建仕入金額の

円価と為替予約の円価と

の変動比率により相関関

係を判断し、金利スワッ

プ及び金利キャップ取引

については、元本・利

率・期間等の条件が同一

の場合は、ヘッジ効果が

極めて高いことから本検

証を省略しております。 

同左 毎連結会計年度末に、個

別取引毎のヘッジ効果を

検証しておりますが、為

替予約取引については、

外貨建仕入金額の円価と

為替予約の円価との変動

比率により相関関係を判

断し、金利スワップ及び

金利キャップ取引につい

ては、元本・利率・期間

等の条件が同一の場合

は、ヘッジ効果が極めて

高いことから本検証を省

略しております。 

 (6) 消費税等の会計処

理 

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー計

算書)における資金の

範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、か

つ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資

からなっております。 



表示方法の変更 

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業

外収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「為替差益」（前中間

連結会計期間16百万円）は、営業外

収益の100分の10超となったため、当

中間連結会計期間より独立掲記して

おります。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

36,303百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

35,138百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

34,775百万円

      

※２ 担保提供資産 

銀行借入金(36,633百万円)

の担保に供している資産

は、次のとおりでありま

す。 

※２ 担保提供資産 

銀行借入金(33,553百万円)

の担保に供している資産

は、次のとおりでありま

す。 

※２ 担保提供資産 

銀行借入金(35,092百万円)

の担保に供している資産

は、次のとおりでありま

す。 

  

建物 11,945百万円

土地 12,485百万円

投資有価 
証券(株式) 

14,435百万円

自己株式 2,126百万円

建物 11,150百万円

土地 12,485百万円

投資有価 
証券(株式) 

13,768百万円

自己株式 1,858百万円

建物 11,517百万円

土地 12,485百万円

投資有価 
証券(株式) 

14,260百万円

自己株式 2,126百万円

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

  (1) 下記の会社の借入金に対

し、次の債務保証を行って

おります。 

   下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。 

   下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。 

レナウン 
ジャーヂ㈱ 

1,150百万円

東洋ソーイ 
ング㈱ 

20百万円

東一レナウ 
ン㈱ 

191百万円

(2,000,000千

韓国ウォン)

  1,361百万円

レナウン
ジャーヂ㈱ 

1,176百万円

東洋ソーイ
ング㈱ 

14百万円

㈱フレンチ
コネクション
ジャパン 

173百万円

東一レナウ
ン㈱ 

215百万円

(2,000,000千

韓国ウォン)

上海華鐘
麗娜針織 
有限公司 

332百万円

  1,911百万円

レナウン
ジャーヂ㈱ 

1,136百万円

東洋ソーイ 
ング㈱ 

20百万円

㈱フレンチ 
コネクション
ジャパン 

206百万円

東一レナウ 
ン㈱ 

210百万円

(2,000,000千

韓国ウォン)

上海華鐘
麗娜針織 
有限公司 

332百万円

  1,905百万円

      

  (2) 下記の会社の借入金に対

し、次の保証予約(経営指

導念書含む)を行っており

ます。 

        

上海華鐘麗娜
針織有限公司 

650百万円
    

      

 ４ 受取手形割引高  ４ 受取手形割引高  ４ 受取手形割引高 

輸出為替手形
割引高 

23百万円
輸出為替手形
割引高 

0百万円
輸出為替手形
割引高 

15百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※２ 固定資産売却損 

土地の売却によるものであり

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※６ その他 

事業所規模縮小のための臨時

損失等であります。 

※１ 固定資産売却益 

建物及び土地の売却及び関連

会社である㈱レリアンに対し

て過年度に㈱レナウン保有の

土地を売却したことにより発

生した未実現利益が、当該会

社がその土地を売却したため

実現したことによるものであ

ります。 

  

  

  

※３ 固定資産除却損 

構築物の除却によるものであ

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

※６ その他 

   主として、事業所規模縮小の

ための臨時損失等でありま

す。 

※１ 固定資産売却益 

商標権の売却によるものであ

ります。 

  

  

  

  

  

  

※２ 固定資産売却損 

主として、建物及び土地の売

却によるものであります。 

※３ 固定資産除却損 

   主として、建物の除却による

ものであります。 

※４ 関係会社清算損 

   ㈱韓国ダーバンの清算による

ものであります。 

※５ 退職給付費用 

   ㈱レナウンロジスティクスの

退職金制度の廃止によるもの

であります。 

※６ その他 

   主として、事業所規模縮小の

ための臨時損失等でありま

す。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 20,506百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△119百万円

現金及び現金同等
物 

20,387百万円

現金及び預金勘定 14,415百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△226百万円

現金及び現金同等
物 

14,188百万円

現金及び預金勘定 19,869百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△222百万円

現金及び現金同等
物 

19,646百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
  
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 476 88 388

機械装置 
及び 
運搬具 

510 270 240

その他 3,833 2,943 890
合計 4,821 3,302 1,518

  

取得価額
相当額 
  
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 658 214 444

機械装置 
及び 
運搬具 

537 361 176

その他 1,431 833 597
合計 2,626 1,409 1,217

取得価額
相当額 
  
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
  
(百万円)

建物及び
構築物 540 143 397

機械装置
及び 
運搬具 

761 531 230

その他 1,832 1,300 532
合計 3,135 1,975 1,159

      

②未経過リース料中間期末残高相

当額 

②未経過リース料中間期末残高相

当額 

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 776百万円

１年超 807百万円

合計 1,583百万円

１年以内 475百万円

１年超 782百万円

合計 1,258百万円

１年以内 528百万円

１年超 671百万円

合計 1,199百万円

      

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 565百万円

減価償却費 
相当額 

510百万円

支払利息 
相当額 

35百万円

支払リース料 347百万円

減価償却費
相当額 

316百万円

支払利息
相当額 

26百万円

支払リース料 1,087百万円

減価償却費
相当額 

982百万円

支払利息
相当額 

64百万円

      

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

      

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

⑤利息相当額の算定方法 

 同左 

⑤利息相当額の算定方法 

 同左 

      

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料 

１年以内 754百万円

１年超 7,898百万円

合計 8,652百万円

１年以内 619百万円

１年超 7,982百万円

合計 8,602百万円

１年以内 680百万円

１年超 7,833百万円

合計 8,514百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年８月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

 株式 3,966 6,592 2,626

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 202

 非上場外国債券 165



当中間連結会計期間末(平成17年８月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

 株式 1,775 2,680 904

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 357

 非上場外国債券 208



  
前連結会計年度末(平成17年２月28日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

 株式 1,773 2,422 649

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 125

 非上場外国債券 220



  
(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年８月31日現在) 

  

通貨関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年８月31日現在) 

  

通貨関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

  

前連結会計年度末(平成17年２月28日現在) 

  

通貨関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日) 

「衣服等繊維製品事業」の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

「衣服等繊維製品事業」の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

「衣服等繊維製品事業」の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全

セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める本国の割合が90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり 
純資産額 

1,255円82銭

１株当たり 
中間純損失 

42円03銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益 

１株当たり中間

純損失であり、

また潜在株式が

存在していない

ため、記載して

おりません。 

１株当たり 
純資産額 

1,180円91銭

１株当たり 
中間純損失 

87円71銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益 

１株当たり中間

純損失であり、

また潜在株式が

存在していない

ため、記載して

おりません。 

１株当たり 
純資産額 

1,267円39銭

１株当たり 
当期純損失 

27円61銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期 
純利益 

１株当たり当期

純損失であり、

また潜在株式が

存在していない

ため、記載して

おりません。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり中間(当期) 
純損失金額 

 

中間連結損益 
計算書上の中 
間(当期)純損 
失 

(百万円) 1,455 3,059 957

普通株式に係 
る中間(当期) 
純損失 

(百万円) 1,455 3,059 957

普通株主に帰 
属しない金額 

(百万円) ― ― ―

普通株式の期 
中平均株式数 

 (株) 34,640,396 34,887,260 34,680,096



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成17年２月28日現在） 

  １ 第三者割当による新株式発

行 

 平成17年10月24日開催の取締

役会において、約100億円の第三

者割当により新株式発行を実施

することを下記のとおり決議

し、平成17年11月14日に払込が

完了しました。この結果、平成

17 年 11 月 14 日 付 で 資 本 金

15,005,168,200円、発行済株式

総数47,614,501株となっており

ます。 

記 

(1)発行新株数 

  普通株式10,298,700株 

(2)発行価額 

  １株につき971円 

(3)発行価額の総額 

  10,000,037,700円 

(4)資本組入額 

  １株につき486円 

(5)資本組入額の総額 

  5,005,168,200円 

(6)申込期間 

  平成17年11月１日から 

  平成17年11月14日 

(7)払込期日 

  平成17年11月14日 

(8)配当起算日 

  平成17年３月１日 

(9)新株券交付日 

  平成17年11月14日 

(10)割当先及び株式数 

全株式をSPICA投資事業有限

責任組合（無限責任組合員

カレイド・ホールディング

ス）に割り当てる。 

(11)前記各号については、証券

取引法による届出の効力発

生を条件とする。 

(12)新株式の継続所有の取り決

めに関する事項 

当社は、割当先より割当新

株式を発行日から２年間に

おいて譲渡する場合は、当

社に報告する旨の確約を依

頼する予定であります。 

  

  

  



  

  

前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成17年２月28日現在） 

  (13)増資の理由及び資金使途 

株式会社レナウンと株式会

社ダーバンの共同持株会社

として設立された当社は、

両社の経営資源を結集して

事業の拡大を推進すると共

にグループ企業の再編等を

通じて収益力の向上を図

り、企業改革を進めて参り

ました。また、本年９月に

は、当社と株式会社レナウ

ン及び株式会社ダーバンを

平成18年３月１日付で合併

することを取締役会で決議

し、新会社「株式会社レナ

ウン」として大きく飛躍す

るための体制を整えまし

た。本件増資は、これまで

に整備した体制をフルに活

用し、当社が一早くアパレ

ル業界におけるリーディン

グカンパニーに返り咲くこ

とを目的として行うもので

す。 

本件増資による調達資金に

ついては、大半を基幹ブラ

ンドであるアクアスキュー

タム事業を中心にした成長

投資に重点的に充当する予

定であります。 

  

  

  

  

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   34 125 94 

２ その他   3 27 1 

流動資産合計   37 0.1 152 0.4 96 0.2

Ⅱ 固定資産       

(1) 無形固定資産       

１ 商標権   － 0 0 

無形固定資産合計   － － 0 0.0 0 0.0

(2) 投資その他の資産       

１ 関係会社株式   40,720 41,059 41,059 

投資その他の資産 
合計   40,720 99.7 41,059 99.5 41,059 99.6

固定資産合計   40,720 99.7 41,059 99.5 41,059 99.6

Ⅲ 繰延資産       

１ 創業費   72 56 64 

繰延資産合計   72 0.2 56 0.1 64 0.2

資産合計   40,830 100.0 41,268 100.0 41,220 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債       

１ 未払法人税等   20 8 73 

２ 未払消費税等 ※１ 6 29 18 

３ 未払費用   88 172 28 

４ 賞与引当金   3 26 4 

５ その他   0 5 3 

流動負債合計   118 0.3 240 0.6 128 0.3

Ⅱ 固定負債       

１ 関係会社長期借入金   － 138 338 

２ 役員退職金引当金   11 31 20 

固定負債合計   11 0.0 169 0.4 358 0.9

負債合計   129 0.3 409 1.0 486 1.2

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   10,000 24.5 10,000 24.2 10,000 24.3

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   30,720 30,720 30,720 

資本剰余金合計   30,720 75.2 30,720 74.4 30,720 74.5

Ⅲ 利益剰余金       

１ 中間(当期) 
  未処分利益   5 188 54 

利益剰余金合計   5 0.0 188 0.5 54 0.1

Ⅳ 自己株式   △25 △0.0 △49 △0.1 △41 △0.1

資本合計   40,700 99.7 40,858 99.0 40,733 98.8

負債及び資本合計   40,830 100.0 41,268 100.0 41,220 100.0

        



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益    310 100.0 1,103 100.0  634 100.0

Ⅱ 営業費用    276 89.0 937 84.9  487 76.9

営業利益    34 11.0 166 15.1  146 23.1

Ⅲ 営業外収益         

１ その他   － － － 0 0 0.0 － － －

Ⅳ 営業外費用         

１ 支払利息   －   4 2   

 ２ 創業費償却   8   8 16   

 ３ その他   － 8 2.6 8 21 1.9 － 18 3.0

経常利益    25 8.4 145 13.2  127 20.1

税引前中間(当期) 
純利益    25 8.4 145 13.2  127 20.1

法人税、住民税 
及び事業税   20 20 6.5 12 12 1.1 73 73 11.5

中間(当期)純利益    5 1.9 133 12.1  54 8.6

前期繰越利益    － 54  － 
中間(当期) 
未処分利益    5 188  54 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準 

及び評価方法 

子会社株式は、移動平均

法による原価法により評

価しております。 

同左 同左 

２ 繰延資産の処理方法   創業費は、商法施行規則

の規定する最長期間(５

年間)にわたり均等償却

しております。 

同左 

３ 引当金の計上基準       

 (1) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。 

同左 従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。 

 (2) 役員退職金引当金 役員の退職金の支給に備

えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。 

同左 役員の退職金の支給に備

えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を

計上しております。 

４ 消費税等の会計処理 税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末(平成17年８月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成17年２月28日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消

費税等として表示しており

ます。 

※１ 消費税等の取扱い 

同左 

※１  

   ―――――――――― 



(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年８月31日現在） 

前事業年度末 

（平成17年２月28日現在） 

  １ 合併 
 平成17年９月12日開催の取締
役会において、当社は100％子会
社である株式会社レナウン及び
株式会社ダーバンの両社と、株
主総会の承認等を前提として合
併を行うことを決議致しまし
た。 
(1)合併の目的 
 グループ経営体制や組織のス
リム化を図り、迅速かつ効率的
な経営戦略策定・実施等の意思
決定を行うため。 
(2)新会社の概要（予定） 
 ①商号 
  株式会社レナウン 
 ②事業内容 
  衣服等繊維製品の製造、販 
  売 
 ③本店所在地 
  東京都品川区西五反田八丁 
  目８番20号 
 ④代表者 
  代表取締役社長 
  岡 康久 
 ⑤資本金 
  100億円 
 ⑥総資産 
  1,000億円（見込み） 
 ⑦発行済株式数 
  37,316千株 
 ⑧決算期 
  ２月末日 
(3)合併の要旨 
 ①合併の日程 
  平成17年９月12日 
   合併基本合意書承認取締 
   役会 
  平成17年12月６日（予定） 
   合併契約書承認取締役会 
  平成17年12月下旬（予定） 
   合併承認臨時株主総会 
  平成18年３月１日（予定） 
   合併期日 
  平成18年３月１日（予定） 
   合併登記 

  



  
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年８月31日現在） 

前事業年度末 

（平成17年２月28日現在） 

   ②合併方式 
当社を存続会社とする吸収
合併方式とし、現株式会社
レナウンと現株式会社ダー
バンは解散します。 

 ③合併比率 
当社は株式会社レナウン及
び株式会社ダーバンの発行
済株式の全てを保有してい
ることから、合併に際して
は新株式の発行及び資本金
の増加は行いません。 

 ④合併交付金 
合併交付金の支払いは行い
ません。 

２ 第三者割当による新株式発
行 
 平成17年10月24日開催の取締
役会において、約100億円の第三
者割当により新株式発行を実施
することを下記のとおり決議
し、平成17年11月14日に払込が
完了しました。この結果、平成
17 年 11 月 14 日 付 で 資 本 金
15,005,168,200円、発行済株式
総数47,614,501株となっており
ます。 

記 
(1)発行新株数 
  普通株式10,298,700株 
(2)発行価額 
  １株につき971円 
(3)発行価額の総額 
  10,000,037,700円 
(4)資本組入額 
  １株につき486円 
(5)資本組入額の総額 
  5,005,168,200円 
(6)申込期間 
  平成17年11月１日から 
  平成17年11月14日 
(7)払込期日 
  平成17年11月14日 
(8)配当起算日 
  平成17年３月１日 
(9)新株券交付日 
  平成17年11月14日 
(10)割当先及び株式数 

全株式をSPICA投資事業有限
責任組合（無限責任組合員
カレイド・ホールディング
ス）に割り当てる。 

(11)前記各号については、証券
取引法による届出の効力発
生を条件とする。 

  



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年８月31日現在） 

前事業年度末 

（平成17年２月28日現在） 

  (12)新株式の継続所有の取り決

めに関する事項 

当社は、割当先より割当新

株式を発行日から２年間に

おいて譲渡する場合は、当

社に報告する旨の確約を依

頼する予定であります。 

(13)増資の理由及び資金使途 

株式会社レナウンと株式会

社ダーバンの共同持株会社

として設立された当社は、

両社の経営資源を結集して

事業の拡大を推進すると共

にグループ企業の再編等を

通じて収益力の向上を図

り、企業改革を進めて参り

ました。また、本年９月に

は、当社と株式会社レナウ

ン及び株式会社ダーバンを

平成18年３月１日付で合併

することを取締役会で決議

し、新会社「株式会社レナ

ウン」として大きく飛躍す

るための体制を整えまし

た。本件増資は、これまで

に整備した体制をフルに活

用し、当社が一早くアパレ

ル業界におけるリーディン

グカンパニーに返り咲くこ

とを目的として行うもので

す。 

本件増資による調達資金に

ついては、大半を基幹ブラ

ンドであるアクアスキュー

タム事業を中心にした成長

投資に重点的に充当する予

定であります。 

  

  

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第１期) 

自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日 

  平成17年５月30日 

関東財務局長に提出 

  

(2) 

  

臨時報告書 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第３号（特定子会社の異動）並

びに第７号の２（合併）の規定に基づく 

    

平成17年９月13日 

関東財務局長に提出 

  

(3) 

  

有価証券届出書 

及びその添付書類 

第三者割当による株式の募集

    

平成17年10月24日 

関東財務局長に提出 

  

(4) 

  

有価証券届出書の 

訂正届出書 

上記有価証券届出書の訂正届出書

    

平成17年10月25日 

関東財務局長に提出 

  

(5) 

  

臨時報告書 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第４号（主要株主の異動）の規

定に基づく 

    

平成17年11月14日 

関東財務局長に提出 

  

(6) 

  

臨時報告書の訂正 

報告書 

  

平成17年９月13日提出の臨時報告書に係

る訂正報告書 

    

平成17年11月21日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１９日

株式会社レナウンダーバンホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社レナウンダ

ーバンホールディングスの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年３月

１日から平成１６年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社レナウンダーバンホールディングス及び連結子会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  関与社員 公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２４日

株式会社レナウンダーバンホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社レナウンダ

ーバンホールディングスの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月

１日から平成１７年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社レナウンダーバンホールディングス及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月１４日を払込期日とする第三者割当増資を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１９日

株式会社レナウンダーバンホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社レナウンダ

ーバンホールディングスの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第１期事業年度の中間会計期間（平成１６年３月１

日から平成１６年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社レナウンダーバンホールディングスの平成１６年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年

３月１日から平成１６年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  関与社員 公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２４日

株式会社レナウンダーバンホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社レナウンダ

ーバンホールディングスの平成１７年３月１から平成１８年２月２８日までの第２期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日

から平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社レナウンダーバンホールディングスの平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年９月１２日開催の取締役会において、株式会社レナウン及び株式会社

ダーバンとの合併に関する基本合意書の締結を決議している。また、会社は平成１７年１１月１４日を払込期日とする第三者割当増

資を実施している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 
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